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序   文 

 

 本プロジェクトは、インドネシア国保健省による国家保健計画のなかで東部ジャワ州のストモ

病院を東インドネシアのトップレファラルとして位置づけ、国家レベルの医療サービス体制強化

政策の中核とすべく施設整備をするとともに、救急医療スタッフの育成、質の向上を図っていく

ことを目的として、1995年２月１日から５年間の予定で開始されました。 

 今般、国際協力事業団は、本件実施に係る討議議事録に基づく協力期間が2000年１月31日を

もって終了するのに先立ち、これまでの協力内容などの評価を行い、本件協力の継続の必要性を

検討するため、1999年７月26日から同年８月11日まで、聖マリア病院 新規事業開発部長 舘内巖

氏を団長とする終了時評価調査団を派遣しました。 

 本報告書は、本調査団が実施した調査及び協議の内容と結果などを取りまとめたものです。 

ここに、本件調査にあたりご協力いただきました関係各位に対し、深甚なる謝意を表します。 

 

平成 11 年８月 

 

                 国 際 協 力 事 業 団    
                     理 事 阿 部  英樹 
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第１章 終了時評価調査団の派遣 
 

１－１ 派遣の経緯と目的 

 東部ジャワ州スラバヤ市に位置するストモ病院は、同国保健省による国家保健計画のなかで、

東インドネシアの中核病院と位置づけられ、国家レベルの医療サービス体制強化政策の中核を担

うものとされている。なかでも本病院の救急医療部門については、将来の救急医療サービスにお

けるモデル病院とすべく施設整備をするとともに、救急医療スタッフの育成、質の向上を図って

いく計画が立案された、こうした経緯から、本病院における救急医療教育を中心とした救急医療

部門強化に対するプロジェクト方式技術協力要請が、我が国に対して提出されたため、平成７年

２月１日から５年間の協力期間をもって本プロジェクトは開始された。 

 本年度はプロジェクト最終年にあたり、協力期間が2000年１月31日をもって終了するため、

プロジェクトの進捗状況を把握し、これまでのプロジェクト活動実績、目標達成度などについて

評価し、終了後の対応方針についての提言を行うことを目的として、本調査を実施した。 

 

１－２ 調査目的 

・これまでに実施してきた協力について、当初計画に照らし、プロジェクトの活動実績、管理

運営状況、カウンターパートへの技術移転状況などについて評価を行う。 

・目標の達成度を判定したうえで、今後の協力方針について相手国側と協議する。 

・評価結果から教訓及び提言などを導き出し、今後、協力していく上での実施方法や改善に役

立てる。 

 

１－３ 調査方針 

・当初計画に対し、ストモ病院におけるプロジェクト活動状況を踏まえて、双方の活動実績、

目標達成度などについて評価を行う。 

・協力期間終了後の具体的方針について協議する。 

・可能な限り評価ガイドラインに沿って評価を実施する。 

・評価結果を議事録〔ミニッツ（資料１p.29）〕にて双方確認する。 

 

１－４ 調査項目 

 「評価５項目」の評価の観点を念頭に置いて、以下の点について評価した。 

  (1) 当初計画 

 (2) 協力実績（日本側・インドネシア側） 

 (3) 管理運営状況 
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 (4) 技術移転状況 

 (5) 今後の協力方針 

 (6) 教訓及び提言（今後の類似新規案件実施に資する具体的事項など） 

 (7) 案件要約フォーマット及び終了時現況表の記入作成 

 

１－５ 調査団構成 

氏 名 担 当 所  属 

舘内  巖 団長・総括 聖マリア病院 新規事業開発部長 

浦部 大策 救急医療 聖マリア病院 小児科 ICU長 

山田 公子 救急看護 聖マリア病院 看護部長 

三宅 邦明 救急救助 自治省消防庁 救急救助課 救急指導係長 

植竹  肇 協力計画 国際協力事業団 医療協力部医療協力第一課 

星野 莞治 プロジェクト評価 株式会社パデコ 

 

１－６ 調査団派遣日程 

・1999年７月26日～８月11日（プロジェクト評価） 

・1999年８月２日～８月11日（総括、救急医療、救急看護、評価計画） 

・1999年８月３日～８月11日（救急搬送） 

 日順 月日 (曜日) 行   程 宿泊地 

     コンサルタント団員のみ 
 １ ７月26日(月) 10:55 成田発→16:05 ジャカルタ着 (JL725) 

18:00 ジャカルタ発→19:20 スラバヤ着 (GA320) 

スラバヤ 

２ 27日(火)  終日  プロジェクト専門家との打合せ スラバヤ 

３ 28日(水)  終日  インドネシア側関係者へのインタビュー スラバヤ 

４ 29日(木)  終日  インドネシア側関係者へのインタビュー スラバヤ 

５ 30日(金)  終日  インドネシア側関係者へのインタビュー スラバヤ 

６ 31日(土)      取りまとめ スラバヤ 

７ ８月1日(日)      取りまとめ スラバヤ 

調査団員（三宅団員を除く） 

８ 2日(月) 

 （浦部・植竹団員） 
 10:55 成田発→16:05 ジャカルタ着 (JL725) 
 （舘内団長・山田団員） 
 10:20 福岡発→15:30 シンガポール着 (SQ989) 
17:00 シンガポール発→17:30 ジャカルタ着 (SQ160) 
 19:00 JICAインドネシア事務所所員との打合せ 

 

 

ジャカルタ 
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  9:00 JICAインドネシア事務所表敬、打合せ 
 10:00 在インドネシア日本大使館表敬 
 11:00 保健省表敬 
 16:00 ジャカルタ発→17:20 スラバヤ着 (GA318) 
 19:30 プロジェクト専門家との打合せ 

スラバヤ 

三宅団員のみ 

 ９ 3日(火) 

 10:55 成田発→16:05 ジャカルタ着 (JL725) 
 18:00 ジャカルタ発→19:20 スラバヤ着 (GA322) 

スラバヤ 

10 4日(水) 

  8:30 ストモ病院長表敬 
  9:30 保健省地方事務所（KANWIL）表敬 
 10:30 州保健局（DINKES）表敬 
 13:00 プロジェクト／病院関係者との協議 
     ワークショップ準備 
 16:00 在スラバヤ日本総領事館表敬 

スラバヤ 

11 5日(木) 
  9:00 ワークショップ開催 
 14:00 ミニッツ協議 

スラバヤ 

12 6日(金) 
  8:30 ミニッツ協議 
 19:00 団長主催夕食会 

スラバヤ 

13 7日(土)  終日  関係者と協議 スラバヤ 

14 8日(日)  16:00 スラバヤ発→17:20 ジャカルタ着 (GA319) ジャカルタ 

15 9日(月) 
  8:30 保健省での合同委員会 
 11:00 ミニッツ署名 

ジャカルタ 

16 10日(火) 

  8:30 国家開発計画庁（BAPENAS）表敬 
  9:30 内閣官房庁（SEKAB）表敬 
 11:00 在インドネシア日本大使館報告 
 
 23:30 ジャカルタ発 (JL726) (三宅・星野・植竹団員） 
 20:00 ジャカルタ発（SQ163）（舘内団長・浦部・山田団員） 
 22:30 シンガポール発 
 01:05 シンガポール発（SQ990） 

機中泊 

17 11日(水) 
  8：40 成田着 （三宅・星野・植竹団員） 
  8：00 福岡着 （舘内団長・浦部・山田団員） 

 

 

 

 



－4－

１－７ 主要面談者リスト 

＜インドネシア側＞ 

(1) 保健省        

  Dr.Azrul Azwar           Director General for Community Heslth 

   Dr.Petrus Matrubongs      Head,Emergency Service Sec.  

   Dr.Ratna Rosita           Acting Heaad,Sub-Directorate   Emergency & Evacuation 

(2) 保健省地方事務所（KANWIL）  

  Dr.H.Udin M.Muslaini 

(3) 州保健局(DINKES)    

Dr.Soeharsono H. 

(4) ストモ病院       

Dr.H.Muh.Dikman Angsar   Director 

   Dr.Soetrisno Alibasah      Head,IRD 

   Ms.Indah S.            Supervisor,Nursing of IRD  

   Dr.Djoko Marsudi        Supervisor,Laboratory  

   Dr.Budi Laraswati         Supervisor of Radiology  

   Dr.Heru Koesbiyanto       Head,IRD Administration  

   Mr.Budi Hermansjah       Maintenance Section  

(5) 開発計画庁（BAPPENAS） 

Dr.A.Antaria Nadirsyah   Social Welfare, Health & Nutrition Bureau  

(6) 内閣官房庁(SEKAB)    

 Mr.Kiagus Ysman       Head,Div.of Bilateral Coop.  

 

＜日本側＞ 

(1) 在インドネシア日本大使館 

  宇津  忍 一等書記官 

(2) 在スラバヤ日本総領事館 

  小林 包昭 総領事 

(3) JICAインドネシア事務所  

庵原 宏義 所長 

   北野 一人 所員 
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 １－８ 終了時評価の方法 

 本調査においては、評価の枠組みとしてプロジェクト・サイクル・マネージメント（PCM）

の評価手法を取り入れて評価を行った。評価はそのツールとしてプロジェクト・デザイン・マ

トリックス（PDM）を作成し、それに基づいて評価のデザインと必要情報の収集・分析を行い、

その結果を「評価５項目」（①効率性、②目的達成度、③インパクト、④妥当性、⑤自立発展性）

に取りまとめた。そして、最後に上記の評価結果を更に分析し、今後の同様なプロジェクトの

デザインと実施に資するための提言と教訓を導き出した。これらの作業の具体的な手順と内容

は以下のとおりである。 

 

(1) 評価のデザイン 

  評価方法のデザインに関しては、以下の記録・情報を検討し、評価項目を設定した。 

評価は定量的及び定性的な視点からの検討によるものである。 

    1）協議議事録（Ｒ／Ｄ） 

    2）プロジェクトに関するプロジェクト団員からの報告書、PDM 

    3）日本人専門家派遣、日本でのカウンターパート研修、機材供与に関する記録 

      4）日本側の長期及び短期専門家、業務調整担当者からの聞き取り調査 

 5）カウンターパート、院長、事務長その他のスタッフからの聞き取り調査 

    6）日本、インドネシア両者からの投入記録 

    7）病院内、及び供与機材の現況調査 

    8）その他、スラバヤ市、東ジャワ州の保健担当者へのインタビュー 

 PDMへの取りまとめに関しては、今回の目的であるプロジェクトの総合的評価という見

地から、プロジェクト団員の作成した分野ごとのPDMを活動全般を包括するPDMへと作成

し直し、終了時評価PDM（資料２p.49）として使用した。 

 

(2) 情報収集 

    前記の「評価デザイン」に沿って、PDMに記載する指標と実績データに関する情報を中

心に以下の資料により情報収集を行った〔ANNEXはミニッツに添付（p.48～73）〕。 

    1）協議議事録（Ｒ／Ｄ）（資料４参照） 

    2）プロジェクトの各分野の担当専門家の作成したPDM （ANNANNANNANNEEEEXXXX----１１１１p.48） 

 3）日本人専門家チームからの提供資料、四半期ごとの報告書 

 4）日本側専門家派遣実績 （ANNANNANNANNEEEEXXXX----２２２２p.50） 

    5）カウンターパートの日本研修記録 （ANNANNANNANNEEEEXXXX----３３３３p.51） 

    6）日本側供与機材リスト （ANNANNANNANNEEEEXXXX----４４４４p.52～67） 
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 7）インドネシア側投入実績 （ANNANNANNANNEEEEXXXX----５５５５p.68） 

 8）インドネシア側カウンターパートアサインメント表 （ANNANNANNANNEEEEXXXX----６６６６p.69） 

 9）日本側の長期及び短期専門家、業務調整担当者からの聞き取り調査 

10）インドネシア側カウンターパート、病院スタッフからの聞き取り調査 

11）供与機材の利用・維持管理状況 

12）その他、スラバヤ市、東ジャワ州の保健担当者へのインタビュー 

 

(3) 情報の分析 

本評価調査においては、日本側及びインドネシア側のプロジェクト関係者、病院長など

を含めた合同評価ワークショップを行い、両者が収集資料の内容、分析結果について検討

を行った。このワークショップの目的は、本プロジェクト内容と実績に関する認識を共有

し、評価調査のための共通の評価方法と評価基準を持つことで、本合同評価調査を効率的

に実施するためである。 

 

(4) 合同評価報告書とミニッツの署名・交換 

    本評価調査の分析結果と結論、提言は、日本側及びインドネシア側関係者との協議によ

り、合同評価チームの評価結果として英文の「合同評価報告書」及びミニッツ（資料１）

に取りまとめられ、1999年８月９日に、日本・インドネシア両調査団により署名と交換が

行われた。 
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第２章 調査団員報告 
 

２－１ 総括（舘内団長） 

(1) 調査団の目的 

    ストモ病院救急医療プロジェクトの終了前評価を本プロジェクト関係者と共同で行い、そ

の結果としての合同評価報告書（Joint Evaluation Report）を作成し、本プロジェクトの合同

調整委員会（Joint Coordinating Committee）で討議し、承認を得る。 

 

(2) 合同評価委員会によるミニッツ署名 

1999年８月９日、インドネシア保健省で合同調整委員会が開催され、その場で合同評価報

告書が討議され、内容が承認されたため、それを確認するために保健省・ストモ病院及び当

評価団３者によりミニッツに署名を行った。 

 

(3) プロジェクト評価について 

 プロジェクト評価のための合同委員会において、日本側から評価レポートが提出された。

レポートの内容は、５年間の協力は成功裡に終了しつつあるというものであり、インドネシ

ア側からも了承された。 

 

(4) プロジェクト終了までの協力について 

 Ｒ／Ｄに記載されているとおり、長期・短期専門家派遣、機材供与、カウンターパート研

修等が実施される。 

 

(5) プロジェクト終了後の協力について 

 ストモ病院側は、プロジェクト終了後も、引き続き日本側の協力を得たいという強い要望

を表明したが、協議の結果、予定通りプロジェクトを終了し、延長は行わないということで

合意を得た。そこで、プロジェクト終了後、ストモ病院は、新たなプロジェクトの要請を、

日本政府に提出したいという希望を表明したため、日本側として、インドネシア保健省・

インドネシア事務所等ともよく相談しながら、要請案を作成して欲しいと助言した。 

 

(6) 総括としてのコメント 

  本プロジェクト開始時あるいは開始後の早い時期にプロジェクト目標を救急医療技術協力

各分野ごとに設定し、開始時の現状認識と達成目標（指標）を明示するPDMを作成すべきで

あったが、本プロジェクトでPCMワークショップが開催され、公式なPDMが作成されたのは



－8－

プロジェクト開始後、ほぼ３年を経た時点であった。そのため、評価にあたって関係者全員

がプロジェクト開始時点に比べて「改善された、向上がみられた」という点では意見が一致

したが、何がどこまで達成されたかを量的及び質的に把握するのに困難があり、議論が長引

き、評価報告書の内容確定に多大の時間を要した。 

   評価団出発前に国内で十分に打合せを行い、プロジェクトのチーフアドバイザーをも含め

て共通の評価項目と基準を確認して、現地での評価をよりスムーズで、かつ的確に行い得た

ものと思われる。 

 

評価報告書のなかで、ストモ病院が今後も自主的に向上を図るべき点について、分野別に

提言（Recommendations）として記述した。これに対し、ストモ病院・保健省側より、これら

を遂行するためにも日本側に引き続き協力をお願いしたいとの強い希望が表明された。 

   当評価団としては、この強い希望をミニッツに明示することに同意するとともに、今後も

日本側の協力が必要な場合はその対象を絞り、目的と目標を明示して保健省より日本政府に

要請を行う方法がある旨を十分に説明し、インドネシア側の納得を得ることができた。 

   最後に、ストモ病院長Dr.Drkmanより、2000年１月末でプロジェクト事務所が閉鎖され、

日本の専門家が全員引き上げると、大変寂しくなると打ち明けられた。 

   確かに過去５年弱の間に日本側より聖マリア病院を中心に50名以上の専門家が派遣され、

ストモ側からも20名強のカウンターパートが日本で研修を受け、双方の人的つながりが広く

深くなっていることを考えると、ストモ病院長の気持ちはよく分かる。しかし日本の専門家

が、この期間中常時存在したためにストモ側はすべてを専門家に頼ってきた、言い換えれば

依存心が醸成されたという面も否定できない。これからはストモ側に自立心をもって個々の

問題に立ち向かってもらう必要があり、そのためには本プロジェクトは協議議事録（Ｒ／Ｄ）

に記載のとおり2000年１月をもって、ひとまずピリオドを打つべきと判断した。 

 

２－２ 救急医療（浦部団員） 

(1) 成果 

   1）施設維持管理に関する認識の向上 

 私が現地に着任したとき、手術室をはじめとする水漏れの状況がひどく、そのまま放置

すれば後に厳しい事態が起こってくるだろうと予想され、事態は非常に憂慮された。周辺

の病院を見渡せば、医療機器、施設管理維持が良好にできているところもある。しかし、

政府の所轄でこれだけ規模の大きい病院であるにもかかわらず、使用開始後たった２年で

このような事態が起こっているということを、どう考えるべきか。ストモ病院の施設全般

の事情をみると、高額の医療機器に対しても長期の維持計画はなく、機械が壊れたら修理
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をせずに買い直すということをやっており、手術室の水漏れの状況は彼らの施設維持に関

する認識、実力の程度を物語っているものと考えられた。 

 途上国では、維持管理というような、投入効果が目に見えないものに対してお金を使う

ということは少ないのが一般的な傾向であると見受けられる。しかしインドネシアの場合、

民間企業の施設では、職員が同じ現地のインドネシア人でありながらきちんとやれている

という事情もある。途上国では政府に資金がないというのはよくあることから、民間企業

では実行されていることでも、国が実行できていないという事態は十分予想できることで

ある。また、維持に関する知識が少ないにもかかわらず、国の機関が先端的な機器の導入

に熱心である。このような事情を考えると、途上国援助で先端的なハードウェアを提供し

たあとの維持管理などに問題が起こってくるのは、今後、ありそうなことと思われる。 

 これらの事情を勘案すると、インドネシアでの協力には、機材を使ったままの放置状態

にするのでなく、計画的に維持管理していくというような、全体を見渡したマネージメン

トの重要性を認識させるソフト面での技術移転の必要性が感じられた。また、社会発展の

レベルが中進途上国である相手側には、それを理解できるだけの能力があると感じられた。

JICAプロジェクトの場合、相手側政府と直接議論できる機会が多いこともあり、この問題

と改善の必要性を政府レベルで認識させることは是非とも必要である。このような考えか

ら、施設も含めて、機材のメインテナンスに関しての活動を、プロジェクト活動の柱の一

つに置いて行ってきた。 

 プロジェクトの残り期間２年半で、どの程度改善効果を出せるかは疑問であったが、

最終評価活動に加わり、相手側が施設維持管理の重要性を口にするようになったことをみ

ただけでも、活動の甲斐があったと感じた。 

 

 2）対象の「質」を表現する方法の確立 

    看護の質の改善を図るということは、言い換えれば看護の質が悪いということである。

では、看護の質というのはどういうことを意味するのだろうか。「質」という言葉の意味

する内容が漠然としすぎていて、何をもって質が良い、悪いと言っているのかは非常につ

かみにくい。例えば聴診器で患者の肺の音を聴いていないこと、尿量チェックをしていな

いなど、看護の質が悪いと、細かい例をあげて質の悪さを表現することは可能である。し

かし、これでは、問題が限りなく出現してくる。看護全体を総括して、質の悪さを表現す

る方法がないと、一つ一つ目に見えた問題を改善しようと取り組んでみても、問題が多く、

結局プロジェクト期間の５年後に何がどのようになったのかを判断することが非常に難

しい。 

 ５年間のプロジェクトで、ある職業集団の「質」を改善するという命題に取り組むから
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には、今の「質」がどのようなレベルにあるか、つまり、改善対象の今の姿を具体的・客

観的な表現でとらえておく必要がある。「質」を改善すべきだと判断する裏には今の「質」

を低いと認識する根拠が存在するわけだから、その根拠を客観的な物差しで、できれば数

値として表現することができれば、プロジェクト活動を遂行していくうえで極めて有用な

指標になってくると考える。 

プロジェクトというのは、一定の時間と金、人を使って何らかのものをつくり、あるい

は改善を試みるのだから、投入の結果、対象がどのように変化したかをみる作業（評価作

業）も必要である。もし、今の質の低さを客観的な指標で表すことができず、質が変化し

ていることをモニタリングする方法などももっていないと、活動の成果を評価することは

できない。 

看護をはじめ、特定の職業集団の質改善をどのようにモニタリングしていくのかは、難

しいことであるが、是非とも必要な作業であると考えられた。看護の領域で開発したモニ

タリングの方法は、対象の質の変化を客観的に把握するために有用で、このモニタリング

方法の開発が看護の質改善活動を極めてやりやすくしたと考える。この方法を通じて、進

歩がみられる点がめいりょうになり、問題点の所在も浮き上がってきており、改善すべき

点が把握しやすくなっている。 

    日本側からの投入規模は看護部門よりも小さいが、放射線部門においても、看護部門と

同じように相手側の質の全体像を把握した形になっており、活動の成果がよく表現できて

いると考える。 

    このプロジェクトの成果の一つは、漠然としてとらえどころのない対象全体を、具体的

な姿に置き換えて表現し、それによって相手側の質の悪さを客観的に把握できるものとし

たところにあると思う。それを踏まえて活動計画を立て、活動の成果をモニタリングして

いったので、改善対象としてねらった内容とその結果得られた成果が非常に分かりやすい。

質改善プロジェクトにおいては、相手の全体像をどのような姿で把握できるかが、プロジ

ェクトの成否にもつながる大きなポイントではないかと感じられた。 

 

   3）ビデオによる教育教材の開発 

    ストモ病院は極めて教育に熱心な病院だが、人を集めて教室でOHP（オーバーヘッドプ

ロジェクター）を使って行う授業が中心であり、教育の成り行きまかせとも感じられると

ころがある。教育の結果、参加者がどのような知識・能力を身に付けたかをあまり考慮し

ていなかったように感じる。教育を行っても受講者が内容を習得・理解していなければ、

教育者側の教育方法も、その妥当性について見直されるべきである。ただ、教育方法に関

しては、私の観察したところ、彼らのそれまでの知識では、OHPを使った画一的な教育方
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法しかもっていなかったのではないかとも感じられた。ビデオ教材を自分たちで開発させ

教育の波及効果をねらう活動は、これまでと違った教育方法を可能にし、彼ら自身の教育

活動の幅を広げたようである。この自分たちの力でビデオ教育教材を作成させようという

活動は、日本のプロジェクト方式技術協力が終了したあとも自分たちで継続していけるも

のであり、極めて有用な活動だったと感じられた。 

 

(2) 教訓 

   途上国の協力では、最初にすべての状況を把握することは難しいため、Ｒ／Ｄを結ぶ際の、

プロジェクト活動の具体的な目標をどのような内容であげるかは難しいところである。この

難しさを避けるために、Ｒ／ＤにあげるOVER ALL GOALは漠然とした表現とならざるを得な

いという面がある。はじめは漠然とした内容でスタートし、その後活動を進めていき、諸々

の事情が分ってきたところでOVER ALL GOALに沿った現実的に達成可能な内容で活動目標

を立てていくやり方は、途上国での活動の進め方としてまれなものではない。しかし、この

プロジェクトでは、プロジェクト開始後もOVER ALL GOALに沿った形でプロジェクト目標

を設定していくことが非常に難しかった。 

     プロジェクト活動を運営していくうえでは、到達目標と、目標に達成するための活動計画

の策定、活動の結果どのような成果が生み出されたのかを評価する方法の策定、といったプ

ロジェクト活動の枠組みを明確にしておかないと、活動自体の意義が明確にならない。プロ

ジェクト活動は一つのトライアルだから、実験室で何らかの実験を行うのと同じように、理

論的枠組みを策定しておくことが非常に重要であると考える。本プロジェクトでは、Ｒ／Ｄに

触れられているようなOVER ALL GOALに述べてある内容では、活動の対象となる相手・領

域が大きすぎて、現実的に５年間の活動として到達可能な内容の目標を設定していくうえで、

Ｒ／Ｄに述べられている内容とのすり合わせを行うのに非常に苦労させられた。本プロジェ

クトのＲ／Ｄのような、対象となる範囲がとてつもなく広い、５年間の活動でどのような成

果を出すことを期待しているのか分らないような表現になってしまうと、現地で活動する者

は大変な苦労を強いられることになる。 

   新たにプロジェクト案件を発掘するときには、どのような成果を生み出すことを目的とし

て活動を立ち上げるのか、５年間の活動として可能かどうかの検討がもっと必要なのではな

いかと考える。 

 

 (3) 提言 

    1）今後新なプロジェクトをスタートする場合、期待する成果を生み出すことができるよう

な理論的な活動の枠組みを策定しておく。「～を改善する」「～を発展させる」というよう
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な漠然とした表現内容を、具体的な表現に置き換えておく。 

 2）インドネシアでプロジェクト方式技術協力を行う場合、最初から将来のハードウェアの

維持管理を見据えた協力内容にしておく。 

   3）相手側に本当に不足しているところがどこか、問題を見据えた対応となるよう、プロジ

ェクト活動計画を作っていく。 

 4）相手側の担当者が代わっても、日本側の参加メンバーが代わっても、プロジェクト活動

の内容把握が容易で一貫したものとなるように、活動全体の枠組みをPDMに表現しておく。

また、活動をモニタリングできるような客観的な指標を設定しておく。 

 

２－３ 救急看護（山田団員） 

 「看護の質の向上」は本プロジェクトの最大の目標としてあげられ、看護領域においてはプロ

ジェクト開始当初より、カウンターパート研修と専門家派遣が毎年継続して行われた。専門家が

現地において、救急棟全体の状況を把握し改善活動を行う一方、カウンターパート研修について

は日本での受入施設と連携をとりながら、看護の質の向上を目標として活動が続けられた。しか

し、看護の質を考える場合、医療機関によりそこで提供されるべき看護の内容には特色があり、

また、そこで重視される看護の機能も異なっている。そのうえ社会性・国民性も異なる国において

「何をもって看護の質が向上した」と評価するのかが困難であった。1997年のPCMワークショッ

プ開催後よりこのプロジェクトのPDMが明確にされ、看護領域全体で記録の充実に焦点を当て、

活動することとなった。そのなかの一つとして、現地で記載されている看護記録の評価を行う場

合、スケールを数値化するなど指標を明確にすることで一貫した活動となり、現地サイトの主体

的参加を促す成果を収めた。 

 この５年間で現地より12名の看護婦がカウンターパートとして来日し日本で研修を受け、日本

からも長期・短期専門家として16名の看護婦が派遣された。日本から帰国したカウンターパート

も全員がそれぞれの部署で、専門家とともに率先してセミナー、ワークショップの開催や現場で

の指導に力を入れている。 

 今回、ストモ病院からのプロジェクト延長要望項目の一つに看護があげられたが、これは帰国

後、カウンターパートと専門家の一体となった活動がもたらした成果であると思う。 

 今後、このストモ病院の看護婦らが核となり、東ジャワ州ひいてはインドネシア全体の看護の

質の向上へとつなげていけるように願っている。 

 

２－４ 救急救助（三宅団員） 

 1997年のプロジェクト中間時評価団の際に、 

・実際に公衆電話から救急車要請の緊急通報回線（無料である）をテストし、全く機能してい
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なかったこと。 

・３車線の道路を５台が並行して走っていたり、慢性の渋滞状態により緊急に救急車を現場に

派遣することは難しいこと。 

などの理由により、病院到着前の救急医療体制・搬送体制を構築することは他の社会基盤の整備

が必要であるうえに、また、これからインドネシアで必要とされる社会基盤の整備のなかでは、

比較的優先順位が低いと結論した。 

 また、インドネシア側の期待する病院前救急医療（プレホスピタル）体制が、市内における

日常的な救急搬送体制の構築であるのか、又は航空機やヘリコプターを利用した広域搬送を含む

体制の構築であるのか、大災害時に超広域的に医師団や患者を移送する体制の構築であるかなど、

目的がはっきりしていないとの指摘もあった。 

 そのため、再度、プレホスピタル分野における目標設定から議論を行うこととした。その材料

として日本側から専門家を派遣し、我が国全体のプレホスピタル体制と京都市（スラバヤ市と比

較的人口規模が似ている）プレホスピタル体制について、プレゼンテーションを行わせて議論の

活発化を図り、今後の救急搬送体制をどのようにしていきたいかを共に考える機会を設けた。 

 その後も、インドネシア側、現地プロジェクトスタッフ、国内委員会の間で目標について議論

を行った結果、以下のような結論を得た。 

 

・まずは、通常時の救急搬送体制を構築することを目標とする。 

・しかしながら、現在の状況において、電話により救急車の要請を受けて現場に急行し、その

後必要な応急手当を行いながら最寄りの医療機関まで搬送するという我が国のような体制を

つくることは難しいため、将来的にそのような体制を構築するためのモデル事業を行うこと

とし、実際には、比較的その他の社会基盤に依存せずに短期間で体制を構築することができ

るスラバヤ市内の病院間においての搬送体制を強化する。 

・将来、道路事情、緊急通報回線の整備などの他の社会基盤整備がされれば、このモデル事業

で構築された体制や訓練された救急隊員を発展させ、スラバヤ市内全体の救急搬送体制を構

築することができる。 

 

 このような目標設定の下、京都市消防局に依頼し、３か月間救急救命士（堀田和博氏）を派遣

することとした。また、実際の救急搬送はチームで行うことが多いため、途中で２週間、救急隊

員を更に増員してチーム活動のデモンストレーションも行えるようにした。堀田氏には、現地チ

ーフアドバイザーとともに予想以上に活躍していただいている。 

 この残された期間のなかで、救急救命士を派遣してまずはストモ病院内のスタッフを訓練し、

将来の核となるように２、３隊の救急隊を我が国のレベルまで引き上げることを考えていた。し
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かしながら、現地においては更に一歩計画を進め、スラバヤ市内の12病院と連携をとり、そこに

いる救急隊員を受け入れ、12病院の救急隊員候補生全員に教育を実施する体制が既に組まれてい

たのである。具体的には、堀田氏が数人のインストラクターを教育し、さらにそのインストラク

ターが６クラスの生徒（１クラス数十人規模）を堀田氏の指導監督の下で教育を行っていくので

ある。 

 このコースを修了すれば、スラバヤ市内の12病院が充実した搬送体制をもつこととなり、現場

に急行する本来の救急搬送体制の構築も、そう遠い将来ではないかもしれない。 

 しかしながら、堀田氏の帰国後に、この体制を維持し根付かせるために生じてくる細かい問題

について、調整を行う救急搬送体制の専門家が必要があるかもしれない。 

 残された期間は約６か月と少ない期間であるが、今後は、この努力が維持され、根付くような

アフターケアのあり方について検討を行う必要があると考える。 
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第３章 評価結果 
 

３－１ プロジェクトの計画達成度 

 本項では、評価調査時におけるプロジェクトの目標及び成果の達成状況と、それまで実施され

た活動状況、及び投入実績を述べる。ここでのまとめは終了時評価PDM（AAAANNNNNNNNEEEEXXXX----１１１１p.48：ANNEX

はミニッツ中）に記載したとおりである。 

 

(1) 投入実績 

   1) 日本側による投入実績 

   ａ）専門家派遣 

     1999年８月までに、延べ14名の長期専門家と36名の短期専門家がそれぞれ派遣された。

2000年１月31日のプロジェクト完了までこの派遣人数は同じである。全専門家派遣時期

と期間、担当分野はANNANNANNANNEEEEXXXX----２２２２(p.50)に示されたとおりである。 

   ｂ）研修員受入れ 

     1999年８月までに、延べ19名のカウンターパートが日本で研修を受けた。この後、

2000年１月31日のプロジェクト完了までに更に２名が研修員として、日本に派遣される

ことになっており、全体では21名が日本で研修を受けることになる。このほか、１名が

シンガポールにおいて研修を受けている。そのため、研修員の総数は22名となる。全研

修員の研修時期と専門分野はANNANNANNANNEEEEXXXX----３３３３(p.51)に示されたとおりである。 

   ｃ）供与機材 

 機材の供与はＲ／Ｄのとおりに1995年２月から開始され、1999年８月までに総額で約

２億1800万円の機材が供与された。各年度ごとに供与された機材の種類と、それぞれの

金額はAAAANNNNNNNNEEEEXXXX----４４４４(p.52～67)に示されているが、その年度ごとの総額を日本円で表すと

以下のとおりである。 

     ・1994年度  1950万円 

     ・1995年度  4250万円 

     ・1996年度  5240万円 

     ・1997年度  4960万円 

     ・1998年度  4120万円 

このほか、派遣専門家による携行機材を合わせて、プロジェクト期間中に供与された

機材の総額は２億1,802万3,000円となっている。 

 2) インドネシア側による投入実績 

    インドネシア側はＲ／Ｄに従い、救急医療プロジェクトの運営費と機材運用費（機材購
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入、機材運用、機材の維持管理）を負担した。1998年度におけるインドネシア側の費用

負担は、 

・運営費     Rp. 329億2,801万2,000  

・機材運用費   Rp.  18億2,065万9,244  

であった。 

     この詳細と他の年度との比較はAAAANNNNNNNNEEEEXXXX----５５５５(p.68)のとおりである。なお、以上に加え

て、今後更にマニュアルの印刷費、セミナーの費用などを負担する予定である。 

 プロジェクト期間中に、インドネシア側によりカウンターパートが延べ51名配置され、

日本人専門家からの技術移転を受けた。カウンターパートの氏名・専門分野・配置期間

はANNANNANNANNEEEEXXXX----６６６６(p.69～73)のとおりである。 

 

(2) 活動実績 

 プロジェクト期間中における技術移転を目的とした活動は、Ｒ／Ｄに従い、おおむね計画

とおり実施された。さらに、その他、プロジェクトを効率的に進めるために、当初の予定に

はなかった活動なども実施された。以下に達成することを目標とした成果を示す。 

 1) プレホスピタルケア 

    成果１：救急隊員の知識と技術の向上により、搬送患者が的確に管理される。 

    成果２：救急ネットワークの構築により、救急車出動が的確に管理される。 

    成果３：点検・管理の向上により、救急車がいつでも出動可能な状況で待機する。 

    成果４：広報活動の改善により、医療機関・市民に救急活動が認知される。 

    成果５：ストモ病院における技術移転により、他の病院へも技術が移転される。 

 2) 救急部（IRD）看護領域 

    成果１：看護業務の質の改善と医師との協力体制の効率化が実現しつつある。 

    成果２：オンザジョブトレーニング、セミナー、研修により、IRDの看護知識・看護技

術が向上する。 

    成果３：院内教育カリキュラムの改善により、IRDの院内教育の質が改善される。 

 3) 情報管理 

    成果１：IRDにおいて看護記録と診療記録が十分に記入されるようになった。 

    成果２：IRDで作成されるコンピューターデータの信頼性が向上している。 

   4) 機材の維持管理 

    成果１：メンテナンスチームによる機材の予防保全管理システムの稼働。 

    成果２：機材管理技術の移転により、スペアパーツの管理が向上する。 
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３－２ 評価５項目による評価 

(1) プロジェクトの効率性 

 1) 日本側のプロジェクトへの投入 

    日本側によるプロジェクトへの投入は、以下に示すように①長期及び短期の専門家派遣、

②日本におけるカウンターパート研修、③そのための機材供与、の３項目の投入から構成

されている。それぞれの項目に対する評価は以下のとおりである。 

   ａ）専門家派遣 

        専門家の派遣は1995年２月から開始され、評価調査が行われた1999年７月までに13名

の長期専門家と26名の短期専門家が派遣された。専門家の人数と専門分野は1994年

12月に署名されたＲ／Ｄに記載されたとおりで、派遣時期も当初の計画どおりに実施さ

れた。派遣された専門家の配置状況はANNANNANNANNEEEEXXXX----２２２２(p.50)の専門家派遣実績表に示すとお

りである。 

   ｂ）カウンターパート研修 

     インドネシア側カウンターパートの研修は、Ｒ／Ｄに記載されたように当初は23名が

予定されていたが、１名が職務多忙のために参加できなくなり、実際には22名が研修を

受けた。このうち、１名はシンガポールでの第三国研修に参加し、21名が日本で研修を

受けた。 

     カウンターパートの日本における研修プログラムも、すべてが当初の研修科目とスケ

ジュールどおりに実施された。カウンターパートの専門分野と研修参加実績はANNANNANNANNEEEEXXXX----

３３３３(p.51)のカウンターパート研修実績表のとおりである。 

 研修に関しては、インドネシア側から更に続けてほしい旨の希望が示されている。 

   ｃ）技術移転のための機材供与 

     日本側による機材供与は、専門家の携行機材も含めて21億8000万円で、Ｒ／Ｄにした

がってほぼ予定どおりに実行された。供与された機材は、技術移転を行うためにふさわ

しい物で、それらを使用した技術移転は効果的に実施されたものと判断された。 

 今回の調査では、ほとんどの機材は十分に利用され、よく手入れがされており、適切

に維持管理がなされていた。 

 一方、なかには、専門家の携行機材として送られたコンピューターやビデオ機器で、

壊れた物が納入されたものがあり、応急修理をしながら使用しているものもあった。故

障の原因は全く不明であるが、機材の管理と運搬の再検討が必要とされる。 

 

   2) インドネシア側によるプロジェクトへの投入 

 インドネシア側からのプロジェクトへの投入は、下に示すように①救急棟の運営費、
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②カウンターパートの配置、③建物と機材維持管理費の３項目から構成されている。それ

ぞれの項目ごとの評価は以下のとおりである。 

   ａ）救急棟の運営費 

 インドネシア側の運営費用負担は1995年度（1995／1996）以来、プロジェクト期間中

ほぼ予定どおりに実施された。投入額に関しては1998年度に40％と急激な増加を示して

いるが、これはインドネシアの通貨危機によるルピアの暴落と物価の急上昇に起因して

いる。1999年度では通貨がいくぶん安定したが、国内の政治的不安定の継続を反映して

か、予算の縮小がみられ、前年度比で11％の減少となっている。しかし、転職などは病

院側の都合で１名が本院に異動したほかには組織の縮小、要員の離職なども一切なかっ

た。これら、インドネシア側の投入実績はANNANNANNANNEEEEXXXX----５５５５(p.68)に示されるとおりである。 

   ｂ）カウンターパートの配置 

 カウンターパートの配置は、Ｒ／Ｄに従って、全プロジェクト期間中を通して、初期

の計画どおり、51名が配置された。カウンターパートの専門分野と配置期間はAAAANNNNNNNNEEEEXXXX----

６６６６(p.69～73)に示されるとおりである。 

   ｃ）建物・機材の維持管理費 

 今回の評価調査では、建物の維持管理は評価の対象から除外し、供与機材に対象を限

定した。その理由は、建物と設備は無償協力案件により提供されたもので、技術協力で

ある本プロジェクトとは別個であることによる。 

 インドネシア側は機材の維持管理に予算を割り当て、スペアパーツの購入、部品交換

などを行ってきた。特に1999年になってからは、ストモ病院の支援の下、救急病棟に７

名からなるメンテナンスチームを編成し、医療機材の維持管理・補修を行う体制を整え

た。そのため、維持管理は機材の代替やストモ病院のスタッフの協力を得て適切に実施

されているものと判断された。救急車の維持管理は、民間の修理工場に委託している。

インドネシア側の機材運用・機材購入・維持管理などに関する投入実績はAAAANNNNNNNNEEEEXXXX----５５５５（p.68）

のとおりである。 

 

(2) プロジェクト目標の達成度 

   当初のＲ／Ｄであげられた「ストモ病院における救急医療システムの向上、ひいては東

ジャワ州全体の救急医療システムの水準を引き上げる」という目的のうち、ストモ病院の救

急医療システムの向上については極めて成功裏に達成されたものと判断される。さらに、東

ジャワ州全体の水準向上に関しては、研修、救急医療支援、救急ネットワークづくりなどを

通じて、現在、達成に向けての努力がなされている。 

 ストモ病院においては、救急患者を救急部に集中し、一次治療を行った後に各担当科に患
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者を移送する救急医療システムが構築され、救急専門の医師と看護婦が配置されて適切な処

置を行うことができるようになった。1999年における救急部の職員数は、医師28名、看護婦 

(助手を含む）265名、その他ラボ・薬局・管理部門を含めて総数484名が勤務している。 

 1）スラバヤ市における救急医療システムの向上 

 スラバヤ市における救急医療システムの向上に関しては、ストモ病院へのプロジェクト

が全体の推進力となっている。 

 ａ）救急隊の出動時間短縮 

     現在、118番に連絡があってから出動までの平均時間が５分に短縮された。 

   ｂ）スラバヤ市においてストモ病院で救急隊の訓練を受けた隊員の増加 

     研修は、スラバヤ市内の病院の隊員を集めて1996年、1997年、1999年の３回実施され、

そこで研修を受けた隊員は総数で300名に達した。 

 ｃ）救急ネットワークの構築 

 最も近い病院から救急車が出動することになり、現場到着までの時間短縮が実現され

た。また、病院間の救急患者搬送の連携がよく取れるようになり、よい状態で最寄りの

レファラル病院に搬送することが可能となった。現在、13病院がネットワークに参加し

ており、今後とも増加する見込みである。 

   ｄ）救急看護の質の向上 

 救急患者の看護記録を記入することにより、観察技術が向上し、医師への状況報告が

的確になるなど、看護技術が高まった。 

 ｅ）その他 

    ・救急車が常に整備されている。 

    ・隊員の士気が高揚した。 

・一般市民の救急活動への理解が深まった。 

   2) 病院の救急看護の質の向上 

 看護部門の協力は、特に大きな成果を収めたと評価されている。なかでも、それまで医

師の単純補助要員とされていた看護職を、観察・看護記録記入を通して医師のよきパート

ナーとして評価されるまでにしたことは、大きな成果であるといえる。 

 ａ）看護記録の改善、普及と記入率の向上 

 日本人専門家の助言により、患者ごとの看護記録記入と交代者への申し送りが行われ

るようになり、看護水準が向上した。特に看護記録に関しては記入率がほぼ90％にまで

向上した。 

   ｂ）救急看護テキスト、マニュアルの作成 

     これまでにセミナーを19回、ワークショップを２回実施し、延べ約1,000名が参加した。
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そのためのテキストも16種類作成された。現在は看護マニュアルを作成しており、25の

看護マニュアルがプロジェクトが終了する2000年１月までにインドネシア側に手渡され

ることになっている。 

   ｃ）救急部における看護婦の質の向上 

     看護婦の能力評価のため、０から８までの９段階で評価する基準を設定した。 

   ｄ）看護婦の臨床知識向上 

     看護記録の内容により、０から８までの９段階の評価システムを設定した。 

   ｅ）院内研修のレベル向上 

     技術移転のために、ストモ病院内のみならず、スラバヤ市、東ジャワ州全体から研修

参加者を集めた。その研修内容をインドネシアにおける看護婦教育の標準プログラムと

して採用することが、インドネシアの保健省により検討されている。 

 3）救急と本院間の情報システム構築 

   ａ）院内LANによるコンピューターネットワーク 

     現在までのところ、まだ実現されていない。患者記録（カルテ）はそれぞれ各科に置

いてコンピューターで単純な管理が行われており、記録の取り出しは直ちにできるよう

になっているものの、病院全体のネットワークにはなっていない。 

   ｂ）コンピューターによるデータ処理 

     オペレータの理解の違いによる混乱を防ぐために、病院ではオペレータの医学知識の

研修を随時行ってきた。現在研修コース修了者が20名おり、さらに内部での技術移転を

行っている。 

 4）機材の維持管理体制 

 医療機材の維持保守管理を定期的に実施するために７名のメンテナンスチームが設置

され、ストモ病院の支援の下、医療機材の維持管理・補修を行っている。現在のところ、

維持管理は代理店とストモ病院のフタッフの協力を得て実施している。すべての医療機

材については３か月に一度、新型の機材は毎月、医療機材に関してはメンテナンス指示

書にしたがって２週間ごとに、清掃、パーツの交換など、プリベンティブメンテナンス

方式を取り入れて維持管理を行っている。 

 

(3) インパクト 

 1) 当初期待されたインパクト 

ａ）全体的評価におけるインパクト 

     ストモ病院は、スラバヤ市や東ジャワ市のみならず、スラウェシ、マルク、イリアン

ジャヤ、ヌサテンガラ、東ティモールなどの東部インドネシア中心部におけるＡクラス
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病院として、無線による救急医療指導、医師・看護婦の派遣などを通じてインドネシア

の東部における重要な中心的救急病院となっている。 

ｂ）プロジェクトによる期待されたインパクト 

 ① 機材供与によるインパクト 

 プロジェクトによる機材供与の結果、ストモ病院はスラバヤ市及び東ジャワ州にお

いて、最も近代的な医療機材を有する救急病院となり、中心的救急病院としての役割

が更に高まった。 

 ② 専門家派遣によるインパクト 

 日本人派遣専門家により、ストモ病院において、プレホスピタルケア、看護、ラボ、

放射線、医療の情報化、維持管理、病院経営などの分野における近代的技術が移転さ

れた。これらがすべてインドネシア側カウンターパートを通じて実施された結果、移

転された技術は、インドネシア側の救急システムとしてしっかり定着した。 

ⅰ）プレホスピタルケア 

 プロジェクトにより、救急隊員チームの組織と、救急ネットワークが構築された。

このことにより、プレホスピタルケアの所期の目的は達成された。今後はこのネッ

トワークを拡大していく努力がなされることになる。 

ⅱ）看護分野 

 ストモ病院に対する看護技術の技術移転は、看護技術の向上のみならず職業的意

識の向上により、病院の救急医療システムの改善に極めて大きな貢献をした。その

結果、病院の救急医療システムはほかに類を見ないものとなった。さらに、ストモ

病院に移転された看護技術は保健省により評価され、インドネシアの標準看護技術

として採用することが検討されている。 

ⅲ）医療情報システム及び病院経営 

 1999年４月から、SWADANA（病院の収益の一部を運営費として運用することに

より、公費による予算手当てを縮小する方式）方式の導入、医療保険制度が検討さ

れているが、病院の収入を確保し、財政的基盤を強化するために正確な保険請求事

務が不可欠とされる。そのため、診療情報システムの構築は病院の財政基盤強化の

ために重要な課題となっている。 

ⅳ）機材の維持・保守管理 

 プロジェクトからの提言により、救急部内に７名の技術者からなるメンテナンス

チームが設置され、医療機材と医療施設に対する保守管理業務を定期的に行うプリ

ベンティブメンテナンスのシステムが導入された。 

 



－22－

2) 当初には期待されていなかったインパクト 

ａ）病院内における医師と看護婦のコミュニケーションの改善 

看護婦の医学知識の向上と観察、看護記録の記入により、病院における看護婦の仕事

が単なる補助作業から医師のパートナーへと向上し、両者のコミュニケーションの改善

が救急医療の質の向上に貢献した。 

ｂ）技術移転のプロジェクト外への効果 

 インドネシアの保健省は、今回の日本人専門家によるプロジェクトの技術移転効果に

注目して、この技術をインドネシアの看護の標準として導入し普及させるべく、プロジ

ェクトで研修を受けた看護婦を保健省に招いてその技術を全国の病院に移転する意向を

表明している。 

ｃ）救急医療の社会的啓蒙効果 

 プロジェクトで作成した救急活動についての広報ビデオがスラバヤ市のテレビで放映

され、その結果、一般市民が救急活動に協力的になると同時に、いたずら電話も減少した。 

 

(4) プロジェクトの妥当性 

 1) 上位目標としての妥当性 

 1999年の「国家保健開発計画」のなかでインドネシア政府は「救急医療システムの整備」

を重要課題と位置づけ、さらに、ストモ病院を「東ジャワ州の救急医療システム開発の戦

略的拠点」としている。このような状況の下、国家の計画と戦略に沿ったプロジェクトで

ある「ストモ病院救急医療システム改善計画」は時期的にも極めて妥当なプロジェクトで

あったと評価される。 

 

 2) プロジェクト目標としての妥当性 

 インドネシアの経済発展とスラバヤ市の都市拡大のなかで、交通事故・職業事故は今後

も更に増加する傾向にある。そのために救急活動は、今後、社会の近代化のなかで要請さ

れる重要な社会基盤としての機能を担うことになる。このような背景の下、今回のプロジ

ェクトはこの社会的要請に沿っており、保健省の保健政策のうえからも妥当性は極めて高

いと評価される。 

 

 3) プロジェクト・デザインの妥当性 

 今回のプロジェクトのサイズプログラムは、医師28名、看護婦265名の病棟への技術移

転のためにふさわしいものであったと判断される。このことは、救急病棟においてインド

ネシア側への技術移転が極めて効果的に行われ「救急システムの改善」という所期目標が
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達成されたこと、セミナー、ワークショップなどが高く評価され多くの参加者を集めたこ

となどから明らかである。 

 

 (5) 自立発展性 

 本プロジェクト終了後の効果の持続と自立性、更には将来における発展性に関しては、財政

的な面で多少の不安は残るものの、組織的・技術的にはほぼ当初の見込みを上回るレベルにま

で達したものと評価される。 

 

 1) 制度・組織的自立発展性 

 東ジャワ州における保健政策において「救急医療システムの改善」は中心的課題となっ

ているが、これはインドネシア保健省が「第２次国家保健25か年計画（1995年）」のなか

であげている「救急医療システム整備」と整合しており、制度としての救急医療システム

は、今後とも行政・政策面における課題として、州並びに国家の支援を受けながら発展し

ていくものと考えられる。また、今回スラバヤ市において構築された救急ネットワークも、

現在のところはまだ13病院であるが、参加を表明している病院も増えており、近い将来、

スラバヤ市から東ジャワ州全体の救急医療ネットワークに発展していくことは確実である。 

 また、救急病棟の組織としての自立発展性もほぼ満足すべきレベルに達したものと判断

されるが、今後も病院内研修がこれまでと同じレベルで継続されて人材育成サイクルが確

立され、それまでの間、プロジェクトで研修を受けたカウンターパートが、ストモ病院や

今回完成した中央手術棟、また、他の病院などへ異動することがなく組織的強化が図られ

れば、組織的自立発展性は確保されるものと考えられる。 

 

 2) 財政的自立発展性 

 1999年４月以来、公共セクターにおける財政的自立を促すSWADANA方式が導入されて

おり、近くストモ病院にも導入される予定である。その結果、病院の収益金には一定の範

囲で病院側の自由裁量が認められるようになるため、医師・看護婦の雇用、機材購入、運

営費、予算などが病院の自主的運営に任されて、給与水準の改善、機材更新、人材確保が

容易になるものと期待されている。しかし、一方では州政府の補助金が削減されることに

なるため、病院側の財政基盤強化努力により、財政的自立発展性が確保されるものと考え

られる。 

 また現在、医療保健制度が検討されており、そのためには正確な診療記録が要求される

ことなどから、財政基盤強化のためにも、診療記録作成の徹底化と診療情報の正確な処理

が不可欠となる。 
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3) 技術的自立発展性 

 技術的自立発展性は、プロジェクトにより研修を受けたカウンターパートが救急棟に定

着することによってのみ確保されることになるが、現在までのところ、研修を受けたカウ

ンターパートは、ほとんどすべてがストモ病院救急棟に定着しており、技術移転の効果は

極めて大きいと考えられる。プロジェクト終了後は、カウンターパートが中心となり、プ

ロジェクトにおいて作成されたテキストやマニュアルを十分に活用して院内への技術移

転を継続することにより、技術的自立発展性を確保していくことが期待される。 

 しかし、一方ではスラバヤ市、ひいては東ジャワ州全体に救急医療システムを向上させ

ることがプロジェクトの上位目標でもあることから、ストモ病院において市内及び州内の

他の病院の職員も含めたセミナーやワークショップ、研修講師派遣などを積極的に行うと

同時に、院内研修もこれまでと同じレベルで継続的に実施して後進への技術移転を継続し

ていくことにより、東ジャワ州全体への技術的伝播と発展が期待できるものと考えられる。 

 

(6) 結論 

 結論として、本プロジェクトは日本側及びインドネシア側の密接な協力により、成功裏に

実施されたといえる。当初の「ストモ病院における救急医療システムの向上」という目的も、

プロジェクトの終了時までにはそのほとんどが達成され、その後のインドネシア側の努力に

より、上位目標であるスラバヤ市及び東ジャワ州全体の救急医療水準の向上へと継続されて

いくものと期待される。 

 

３－３ 提言 

(1) 看護 

 今回のプロジェクトにおいて最もめざましい効果があった近代的看護技術の移転は、スト

モ病院のみならず、東ジャワ州、ひいてはインドネシア全体における看護技術のモデルとな

るものである。そのため、ストモ病院と保健省はここで移転された技術を広く普及するため

に、東ジャワ州内及び将来的にはインドネシア全体においてセミナー、ワークショップを開

催し、インドネシア全体の看護技術水準の向上に努めることが必要とされる。 

 

(2) プレホスピタルケア 

 プレホスピタルケアシステムの向上のためには、救急ネットワーク構築と、救急隊員の

患者搬送技術の向上が不可欠である。救急ネットワークに関しては、ストモ病院と

PERSI（Indonesian Hospital Association）東ジャワ事務所との協力により、現在13病院が参加

しており、これらをスラバヤ市周辺地区と東ジャワ州全体に広げていくことが望まれる。 
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(3) 病院運営 

 救急病棟の信頼性を高めるために、人材確保と維持管理への十分な予算措置が必要とされ

る。そのために、SWADANA方式を効果的に取り入れた財政基盤強化方策が不可欠とされる。 

 

(4) 医療情報システム構築 

 救急治療の向上と同時に、病院の財政基盤強化のために医療情報、特に看護記録と診療記

録の作成は不可欠である。今後、医療保険の導入により診療記録は保険金請求への証明とな

ることから、診療記録の記入はストモ病院とともに国内の病院全体で取り組むべき財政基盤

強化への課題となるであろう。 

 

(5) 機材の維持管理システムの強化 

 現在は、７名のメンテナンスチームにより定期点検が行われているが、多くの機材の点検

を円滑に実施していくためには十分ではない。プロジェクトにより移転された、プリベンテ

ィブメンテナンスのための定期点検を効果的に実施するためには、チームの人員増加と十分

な予算措置、またチームによるメンテナンス記録記入の徹底化が必要となる。 

 

(6) 一般市民に対する啓蒙運動 

 救急活動に対する市民の協力、特に、救急車の通過に際しての一般車両の協力と救急活動

への理解は、救急患者搬送までの処置を的確にするうえで欠かせない。そのため、救急活動

に関する広報運動をラジオ、テレビ、新聞などのメディアを通じて行うと同時に、学校・

自動車学校などで救急車の通行に対する協力マナーの教育を行うことが必要とされる。 

 

３－４ 教訓 

(1) PCM手法による問題意識の共有 

 プロジェクトの効果的な実施のために、カウンターパートとの問題意識を共有することが

不可欠となる。そのため、定期的に両者でPCM手法を取り入れたミーティングを行ってPDM

を作成し、共通の認識を持ち合うことが望ましい。 

 

(2) プロジェクトへ支持 

 病院全体の支援を得ておくために、病院長や他の病棟の長、事務長などにプロジェクトで

行われるセミナー、ワークショップ、全体会議などへの参加を要請し、常にプロジェクトの

関係者に加えておくことが望ましい。 
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 (3) 供与機材・薬品の管理 

 今回、専門家の携行機材として送られたコンピューターのなかには、到着が遅延し、既に

故障しているものがあった。また、ビデオの編集機材も壊れたものが納入され、応急修理を

しながら使用している。さらに、インドネシアルピアの暴落による緊急対応として供与され

た至急医薬品のなかには、発送の遅れにより既に期限切れとなった試薬が数パーセントも混

入していた。このような遅れや故障の原因は全く不明である。機材・薬品などの調達遅延や

不具合により、プロジェクト専門家の技術移転計画に支障をきたした。 

 機材・薬品などについては、保管の際の品質管理、送付直前の検査を厳重に行うなどの責

任体制を確立する必要が不可欠とされる。 
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